
 近年、ＩｏＴやフィンテック、ロボティクス、ビッグデータ等について、関連市場の拡大が期待 

されています。これらの先端分野は、いずれもＡＩ(人工知能)と関連が深く、「ＡＩの進化」が 

全ての鍵（キー）となっています。ＡＩの進化により、既存製品・サービスの品質向上だけでは 

なく、従来は想像もできなかったような全く新しい製品・サービスが誕生する可能性も多分に 

秘められています。 

 当レポートでは、ＡＩの進化がもたらす影響について見てまいります。 

●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。 
＜H28-MA245＞ 

2016年11月21日 

ニッセイＡＩ関連株式ファンド（為替ヘッジあり）/ （為替ヘッジなし） 

愛称：ＡＩ革命（為替ヘッジあり）/ （為替ヘッジなし） 

【ＡＩレポート②】 ＡＩの進化が未来を変える 

「ＡＩの進化」が全ての鍵（キー） 
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上記は各分野において、ＡＩが活用されるイメージを示したものです。  

仮想通貨  
資金管理・決済等のコスト削減 

顧客ニーズを捉えた商品開発・販売促進 
ＩｏＴにより得られたデータをＡＩが解析し、 
顧客ニーズを捉えた革新的な商品を開発 

新薬開発 
ビッグデータをＡＩが分析、新薬を開発 

完全自動化工場 
生産工程だけでなく、在庫管理から  

棚卸まで全てＡＩが管理 

ＡＩの進化がもたらす変化の一例 
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＜ご参考＞自動運転 ＡＩが司令塔 ～ 加速する技術開発 ～  

ＡＩの進化がもたらす経済的インパクト 

機関名 対象市場 予測 変化 

トラクティカ 
企業向けＡＩシステム市場 

(世界市場) 

2億250万米ドル(2015年）

→111億米ドル（2024年）  
9年で約50倍 

バンクオブアメリカ・ 

メリルリンチ 

ロボット・ＡＩ市場 

(世界市場) 

約580億米ドル（2014年）

→1,530億米ドル（2020年）  
6年で約2.6倍 

アスタミューゼ 
ＡＩの基礎となる深層学習等 

(世界市場) 

60億米ドル(2015年) 

→1,200億米ドル（2020年）  
5年で約20倍 

EY 総合研究所 
ＡＩ活用機器・システム 

(国内市場) 

3兆7,450億円（2015年）

→86兆9,600億円（2030年）  
15年で約23倍 

野村総合研究所 
ＡＩアプリケーション 

(国内市場) 
合計8兆円（2050年） ----- 

出所）総務省等の資料をもとにニッセイアセットマネジメント作成 

 ドイツや日本などでは、ＡＩを中核とする先端技術強化による生産性向上を「第４次産業 

革命」と位置付け、国家プロジェクトとして取り組んでおり、今後ＡＩの進化が大きな経済効果を

もたらすと考えられます。以下は、ＡＩの進化がもたらす経済的インパクトについて各種の研究

機関等が行った試算結果となります。各機関により対象とする市場が異なるため予測値も 

異なりますが、いずれも飛躍的な拡大を見込んでいます。 

 自動運転はＡＩが周囲の状況を「認知」「判断」し、自動的に「操作」する技術であり、現在 

実用段階に入ってきたと言われています。 

 自動運転のレベルは４段階に分かれますが、２０１６年８月に日産自動車が発売した新型 

セレナは、レベル２に相当する技術が組み込まれています。トヨタや独ダイムラー等の国内外

の自動車メーカーだけでなく、グーグルやアップル等のＩＴ企業も参加、開発競争は業界の垣根

を越えて一気に加速しています。 

レベル 運転者 内容 

完全 
自動運転 

４ ＡＩ 
ドライバーが運転に関与
しない 

条件付きの 
自動化 

３ 
ＡＩ 

(人間が監視) 
ドライバーは緊急時など 
ＡＩの要請に応じて対応 

部分的な 
自動化 

２ 人間主体 
ＡＩが加減速、ハンドル、 
ブ レ ー キ の 複 数 操 作 を 
同時にこなす 

安全 
運転支援 

１ 人間主体 
ＡＩが加減速、ハンドル、 
ブ レ ー キ の い ず れ か を 
操作する 

出所）各種報道資料等をもとにニッセイアセットマネジメント作成 
上記は、特定の銘柄を推奨するものではありません。なお、上記の写真はイメージです。 

【自動運転のレベル】 
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フ ァ ン ド の 特 色 

投 資 リ ス ク 
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①日本を含む世界各国の株式の中から、主にＡＩ（人工知能）関連企業の株式に投資を行います。 

②株式の運用は、TCWアセット・マネジメント・カンパニーが行います。 

③「為替ヘッジあり」と「為替ヘッジなし」の2つのファンドから選択いただけます。 

●ファンド（指定投資信託証券を含みます）は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります）に投資 
しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。 

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものと
なりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。 

主な変動要因 

基準価額の変動要因 

※ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。 

株式投資リスク 
株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化 
（倒産に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあります。 

為替変動リスク 

〈為替ヘッジあり〉 

外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を 
図ります。ただし、為替ヘッジを完全に行うことができるとは限らないため、外貨の為替変動の
影響を受ける場合があります。また、円の金利が為替ヘッジを行う当該外貨の金利より低い 
場合などには、ヘッジコストが発生することがあります。 

〈為替ヘッジなし〉 

外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の影響を 
直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産価値が減少します。 

カントリーリスク 
外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による影響を
受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。 

流動性リスク 
市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格で 
取引が行えず、損失を被る可能性があります。 

分配金に関する留意事項 

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、
基準価額は下がります。 

 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合が
あります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、 
必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

 受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当する 
場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 
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手 続 ・ 手 数 料 等 

ファンドの費用 

お申込みメモ  

ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。 

購入単位 販売会社が定める単位とします。 

購入価額 
①当初申込期間：1口当り1円とします。 
②継続申込期間：購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として6営業日目からお支払いします。 

申込締切時間 原則として毎営業日の午後3時までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。 

申込不可日 
ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行のいずれかの休業日と同日の場合は、購入・換金・スイッチングの申
込みの受付けを行いません。 

購入の申込期間 
①当初申込期間：平成28年11月10日～平成28年11月29日 
②継続申込期間：平成28年11月30日以降 

信託期間 平成38年10月26日まで（設定日：平成28年11月30日） 

繰上償還 委託会社はあらかじめ受益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還させることがあります。 

決算日 10月25日（該当日が休業日の場合は翌営業日） 

収益分配 年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。 

課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。 

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。なお、
「ファンドの費用」に記載の消費税等相当額を付加した各種料率は、消費税率に応じて変更となる場合があります。 

！ 

詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 ！ 

！ 

投資者が直接的に負担する費用 

購入時 
購入時手数料 

（1万口当り） 

購入申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間：1口当り1円）に3.24％（税抜3.0％）を上限として販
売会社が独自に定める率をかけた額とします。 
※ 料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。 

換金時 信託財産留保額 ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

毎 日 

運用管理費用 

(信 託 報 酬) 

ファンドの純資産総額に年率1.269％（税抜1.175％）をかけた額とし、ファンドからご負担いただきます。 

投資対象とする 

外国投資信託証券 
年率0.6%程度 

実質的な負担 ファンドの純資産総額に年率1.869％（税込）程度をかけた額となります。 

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.0108％（税抜0.01％）をかけた額を上限とし、ファンドからご負担いただきます。 

随 時 
その他の費用・ 

手数料 

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担いただき
ます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載することはできません。 
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ご留意いただきたい事項 

●投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなります。投資元本およ
び利回りが保証された商品ではありません。 

●当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前
交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。 

●投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融機関で購入された
投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。 

●当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては方針通りの運用が
できない場合があります。 

●当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。 

取扱販売会社一覧 

※販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。 
  詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。 

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 
金融商品取引業者登録番号 関東財務局長（金商）第369号 
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 

コールセンター：0120-762-506 

（午前9時～午後5時 土、日、祝祭日は除きます） 

ホームページ： http://www.nam.co.jp/ 
受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取 扱 販 売 会 社 名 

 

金融商品 
取引業者 

 

登録金融 
機関 

登 録 番 号 
日本証券業 

協会 

一般社団法人 
日本投資 

顧問業協会 

一般社団法人 
金融先物 

取引業協会 

一般社団法人 
第二種金融 
商品取引業 

協会 

岩井コスモ証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第15号 ○   ○ 

エイチ・エス証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第35号 ○       

エース証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第6号 ○     

株式会社ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 

岡三証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ 

極東証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第65号 ○ ○ 

静岡東海証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第8号 ○ 

株式会社証券ジャパン ○ 関東財務局長(金商)第170号 ○ 

髙木証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第20号 ○ 

内藤証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第24号 ○ 

丸八証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第20号 ○ 

三木証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第172号 ○ 

※2016年12月1日現在 
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